
 1 

平成２３年第６９６２号損害賠償請求事件 

判 決 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   被告は，原告に対し，金２４万２１６８円及びこれに対する平成２２年３月

２４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

 １ 本件は，弁護士である原告が，被告に対し，原告が申し出て行われた弁護士

法２３条の２に基づく照会（弁護士会照会）に対して被告又はその従業員が

必要な事項を報告しなかったのは違法であるなどと主張して，民法７０９条

又は７１５条に基づき，損害賠償金２４万２１６８円及びこれに対する不法

行為日である平成２２年３月２４日から支払済みまで民法所定の年５分の割

合による遅延損害金の支払を求めた事案である。 

 ２ 前提となる事実（各項末尾に証拠等を記載のもののほかは，当事者間に争い

がない。） 

   当事者等 

   ア 原告は，Ａ県弁護士会所属の弁護士である。 

イ 被告は，クレジットカードの発行等を業とする株式会社であり，そのグ

ループ会社と共に「Ｂカード」という名称（ブランド）のクレジットカー

ドを発行している。 

ウ 株式会社Ｃは，ゴルフ場の経営等を業とする株式会社であり，Ｄクラブ

のゴルフ場を経営していた（甲１の１，９の２）。 

 Ｅは，平成２１年，原告を訴訟代理人として，株式会社Ｃに対して資格保
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証金８５０万円（以下「本件保証金」という。）の返還を求める訴訟を名古

屋地方裁判所（平成２１年第６６５６号）に提起し，平成２２年２月２６

日，株式会社Ｃに８５０万円及びこれに対する平成２１年１０月３１日から

支払済みまで年６％の割合による金員の支払を命ずる仮執行の宣言が付され

た判決（以下「別件判決」という。）が言い渡された。そして，平成２２年

３月１日，別件判決に執行文が付与された（甲１の１，２）。 

 原告は，平成２２年３月４日，Ａ県弁護士会に対し，Ｅから債権差押命令

申立事件の委任を受けた弁護士として，弁護士法２３条の２第１項に基づ

き，次のアの理由により，被告に対して照会して，次のイの事項（以下「本

件照会事項」という。）の報告を求めることを申し出たところ，同弁護士会

は，同申出を適当と認め，被告に対して照会（以下「本件照会」という。）

して，次のイの事項の報告を求めた（甲２の１ないし３，甲５）。 

   ア 照会を求める理由 

   Ｅは，株式会社Ｃに対し，別件判決に基づき，いつでも強制執行をなし

うる地位にある。 

   株式会社Ｃは，Ｄクラブのゴルフ場を経営しているが，そのゴルフ場の

利用料の支払についてはＦカード，Ｇカード，Ｂカードの利用が可能とな

っている。したがって，Ｄクラブを信用販売を行う店舗又は施設として，

株式会社Ｃと上記３つのカード会社との間で加盟店契約が締結されている

ことになる。 

   Ｅは，株式会社Ｃがクレジット会社との間で締結した加盟店契約に基づ

き，クレジット会社に対して有するゴルフ場利用料に係る請求権について

債権執行をし，その執行によりＥの株式会社Ｃに対する別件判決に基づく

請求権の回収を実現することを計画している。 

     そのため，株式会社Ｃが加盟店契約を締結しているクレジット会社を特

定するため，本照会をする。 
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イ 照会を求める事項 

  貴社のカードブランドの一つである「Ｂカード」は，Ｄクラブのゴルフ

場施設を加盟店としている。このことを前提として次の事項について照会

する。 

     照会事項１ 

Ｄクラブと加盟店契約をしているのは，貴社であるか，あるいはＢカ

ードグループの会社であるのか。Ｂカードグループの会社であれば，そ

の会社の商号と所在地を回答願う。 

   照会事項２ 

Ｄクラブと加盟店契約を，貴社あるいはＢカードグループとしてい

る，相手方当事者である法人の商号と所在地を回答願う。 

また，上記加盟店契約の契約締結日が分かるのであれば，契約締結日

についても回答願う。 

 被告は，セキュリティセンター加盟店管理グループの名で，Ａ県弁護士会

会長に対し，平成２２年３月９日，本件照会事項について，「顧客との守秘

義務により，お答えできません。」と回答した。なお，上記回答の際，上記

センターの責任者は責任者Ｈであった。 

 原告は，被告に対し，平成２２年３月１２日付け「警告書」をもって，本

件照会事項への報告拒否を再考するよう求めたが，被告は，セキュリティセ

ンター加盟店管理グループの名で，原告に対し，同年３月２４日付け「回答

書」において，「顧客との守秘義務により，お答えできません。」と記載し

て回答した。 

 原告は，平成２２年５月１３日，探偵業を営む株式会社Ｉに対し，「Ｊシ

ージー」の加盟法人名及び加盟契約しているクレジット会社の解明を依頼し

た。 

  そして，株式会社Ｉは，原告に対し，①株式会社Ｃは，Ｂカードの取扱に
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ついて，Ｋ株式会社と加盟店契約をしている模様であること，②顧客に発行

する売上票に記載される加盟店名は「Ｊシーシー」であること，③株式会社

Ｃのゴルフ会員権については，グループ会社である株式会社Ｌが窓口の模様

であることを報告した（甲９の１，２）。 

 Ｅは，平成２２年５月ころ，原告を代理人として，別件判決に基づき，株

式会社ＣがＫ株式会社との間で締結した加盟店契約に基づいてＫ株式会社か

ら支払を受けるべきカード利用による売上債権の譲渡代金債権又は立替払請

求権について，名古屋地方裁判所豊橋支部に債権差押命令の申立てをし，同

月３１日，債権差押命令（平成２２年第１８９号）が発せられた。 

Ｋ株式会社は，第三債務者の陳述において，上記差押債権は存在せず，Ｋ

株式会社の加盟店契約の相手方は株式会社Ｌであり，株式会社Ｃとは取引が

ないと陳述した（甲１０の１ないし３，弁論の全趣旨）。 

 Ｅは，平成２２年８月ころ，原告を代理人として，別件判決に基づき，株

式会社Ｃが株式会社Ｌとの間でＤクラブのゴルフ場の運営業務に関して締結

した業務委託契約に基づき支払を受ける売上金返還請求権について，名古屋

地方裁判所豊橋支部に債権差押命令の申立てをし，同月６日，債権差押命令

（平成２２年第２７９号）が発せられた。 

  株式会社Ｌは，第三債務者の陳述において，上記差押債権について，プレ

ーフィ等のＤクラブの利用料金のうちクレジットカード支払分の立替払金返

還請求権等（債権額２８２９万２３２７円）が存在するが，株式会社Ｌの株

式会社Ｃに対する貸金返還請求権等との相殺のため，弁済の意思はないと陳

述した（甲１１の１ないし３，弁論の全趣旨）。 

 Ｅは，平成２２年８月２４日，原告を訴訟代理人として，株式会社Ｃ及び

株式会社Ｌに対し，株式会社Ｃと株式会社Ｌとの間で平成１８年ころに締結

されたゴルフ場の運営業務に関する業務委託契約が詐害行為に当たるとし

て，本件保証金の返還請求権及びこれに対する遅延損害金を被保全債権と
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し，同契約を８８８万８４３８円の範囲で取り消した上，株式会社Ｌに対し

て同額の金員を支払うことを求める訴訟を名古屋地方裁判所に提起した（平

成２２年第５８９３号）。 

  そして，この訴訟は，平成２３年４月１９日，株式会社ＣがＥに対して解

決金８５０万円の支払義務があることを認め，その金員の支払に代えて同額

の小切手を交付したなどとの内容の訴訟上の和解により終了した（甲１２，

１３）。 

 ３ 争点 

   被告又は責任者Ｈが本件照会事項について報告しなかったことは違法な行

為か。 

   被告や責任者Ｈに故意又は過失があるか。 

 原告の損害の有無及び金額，被告又は責任者Ｈの行為によって各損害が生

じたか。 

４ 当事者の主張 

 争点（被告又は責任者Ｈが本件照会事項について報告しなかったことは

違法な行為か。）について 

 （原告の主張） 

ア 原告は，所属弁護士会に対して弁護士会照会を申し出た弁護士とし

て，弁護士法２３条の２に基づき，所属弁護士会に対し，同照会の方法

による情報収集権を有する。また，原告は，弁護士会照会による報告を

受けることによって，弁護士としての業務を遂行することができるので

あり，営業権（私権）を有する。 

被告は，本件照会事項について，弁護士法２３条の２第２項の報告義

務を負うところ，この義務に違反して報告しなかった不作為により，原

告の業務を妨害し，原告の上記権利又は法律上保護される利益を侵害し

たから，被告の行為は違法である。 
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   イ 責任者Ｈは，被告の被用者であったところ，被告における弁護士会照会

に対応するための社内ルールを全く無視し，かつ，法律について無知であ

るにもかかわらず，独自の判断をし，何らの調査等をせず，本件照会事項

について報告しなかった。その結果，原告は上記情報収集権又は営業権を

侵害されたところ，これは悪質・悪辣な方法による報告義務の不履行とい

え，責任者Ｈの行為は違法である。 

   ウ 被告の下記主張は否認し，争う。被告は弁護士法上の報告義務を負って

おり，顧客との間で負っている守秘義務を理由として報告を拒否すること

は正当化されない。 

 （被告の主張） 

 ア 被告の行為は，次のとおり，違法ではない。 

 原告の請求が認められるためには，被告が本件照会事項について報告

すべき法的義務が認められることが必要であるが，弁護士法の規定等か

らすると，被照会者は，照会事項について報告すべき法的義務を負わな

い。 

   仮に報告義務を認めるべき場合があるとしても，照会にかかる情報が

依頼者の権利又は法的利益の回復のために必要不可欠であり，当該照会

にかかる情報を入手する方法が被照会者から開示を受けるほかない場合

で，かつ，これらの事情が被照会者にとっても明らかである場合等に限

られるべきである。しかし，本件がこの要件を満たすものでないことは

明らかであり，被告には本件照会事項について報告すべき法的義務はな

かった。 

   また，被告には，本件照会事項について報告を拒否する正当な事由が

あったから，報告義務を負っていなかった。 

すなわち，被告は，株式会社Ｌとの間の加盟店契約において，株式会

社Ｌの商号，所在地等の情報について保護措置を講じた上で保有等する
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旨約し，守秘義務を負った。そして，被告は，この情報を秘密として管

理することにより加盟店との間の信頼関係を維持し，業務を円滑に遂行

する営業上の利益を有しており，かかる利益は憲法上も保障された営業

の自由の一内実であるから，被告は営業の自由により本件照会事項につ

いて報告を拒否する権利を有する。 

本件についてこれをみれば，被告は株式会社Ｃと加盟店契約を締結し

ておらず，その相手方は株式会社Ｌであるから，本件照会事項は照会を

求める理由と関連性がないし，株式会社Ｃに対して債権を有しているに

すぎないＥに対して被告の守秘義務や営業上の利益を犠牲にして顧客情

報を提供する理由はない。したがって，本件照会事項について開示の必

要性及び合理性が認められないから，被告は報告義務を負わない。 

     仮に被照会者が弁護士法に基づき報告義務を負うとしても，これは弁

護士法が創設した公的義務であって，私的な義務ではない。したがっ

て，被照会者が報告義務を怠ったとしても，照会をした弁護士会の私的

な利益等を侵害することはあり得ないし，ましてや，照会を申し出た弁

護士やその依頼者は，弁護士会が報告を受けることによる反射的利益を

享受するに過ぎず，原告の主張する情報収集権は権利又は法律上保護さ

れる利益とはいえない。 

イ 責任者Ｈに関する原告の主張は否認し，争う。本件照会に対する回答

は，責任者Ｈ個人の判断ではなく，被告の判断として行ったものである。 

 争点（被告や責任者Ｈに故意又は過失があるか。）について 

（原告の主張） 

 本件照会の申出書に記載されている照会を求める理由に照らせば，被告

は，本件照会事項について報告しなければ，原告が加盟店契約の当事者を調

査することができず，原告の業務に支障をきたすことを認識していた。 

また，責任者Ｈは被告における社内ルールを無視し，法律について無知で
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あるにもかかわらず，独自の判断をした。 

したがって，被告や責任者Ｈには故意又は過失がある。 

（被告の主張） 

 原告の主張は否認し，争う。 

 争点（原告の損害の有無及び金額，被告又は責任者Ｈの行為によって各

損害が生じたか。）について 

（原告の主張） 

ア 原告は，被告又は責任者Ｈが本件照会事項について報告しなかったこと

によって，次のとおり合計２４万２１６８円の損害を被った。 

 本件照会の費用 

    手数料                ５２５０円 

    往路郵券代                ９０円 

    復路郵券代                ８０円 

 原告の被告に対する警告書の郵送料    １５２８円 

 株式会社Ｉに依頼した調査の費用 

    調査料             １２万５４８０円 

    送金手数料               ８４０円 

 債権差押命令申立て（名古屋地方裁判所豊橋支部平成２２年第１８

９号）の費用 

    手数料                ４０００円 

    予納郵券               ２９００円 

    登記事項証明書            ２０００円 

 非財産的損害又は精神的損害        １０万円 

  原告は，被告又は責任者Ｈが本件照会事項について報告しなかったた

め，株式会社Ｉに対する調査依頼等の種々の事務処理をせざるを得ず，

非財産的損害又は精神的苦痛を被った。 
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イ 原告は，Ｅに対し，民法６５０条１項の費用償還請求権に基づき，上記

アないしの各費用の支払請求をすることができるが，当該費用が第三

者による受任者に対する不法行為によって生じた場合には，その加害者に

対して不法行為に基づく損害賠償請求をすることも可能と解すべきであ

る。 

 （被告の主張） 

  原告の主張するアないしの各費用の金額は不知であり，その余の原告

の主張は否認し，争う。上記各費用は，原告がＥの代理人として支出したも

のであり，その費用の負担者はＥであるから，原告に損害は生じていない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（被告又は責任者Ｈが本件照会事項について報告しなかったことは違

法な行為か。）について 

 被侵害利益について 

本件において，原告は，被告が弁護士法２３条の２に基づく弁護士会照会

に対して照会事項の報告をしなかったことにより，原告の同条に基づく情報

収集権や，弁護士としての営業権が侵害されたとし，これが被告による不法

行為となる旨主張している。そこで，まず，原告の主張する上記情報収集権

及び営業権が，不法行為法上保護の対象となる権利又は法律上保護される利

益（民法７０９条）に当たるかを検討する必要がある。 

    そこで検討すると，まず，弁護士法２３条の２に基づく弁護士会照会の制

度は，基本的人権の擁護と社会正義の実現という弁護士の使命（同法１条１

項）を踏まえ，弁護士が受任した事件を処理するために必要な事実の調査及

び証拠の収集等をすることを容易にして，当該事件を適正に解決し，ひいて

は基本的人権の擁護や社会正義の実現といった使命を果たさせることを目的

として設けられた公共的性格を有する公的な制度である。そして，個々の弁

護士は照会申出権があるにとどまり，照会は，弁護士会が弁護士からの申出
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を適当と認めた場合に限って行われるものである。そうすると，弁護士法２

３条の２が，個々の弁護士に対して，情報収集権を付与したものとはいえ

ず，原告の主張する情報収集権の存在を認めることはできない。 

    次に，上記営業権については，何人も営業の自由を有しているところ，特

に弁護士業務が基本的人権の擁護と社会正義の実現という公共的性格を有

し，法律事務を取り扱うことができる法律専門家であること（弁護士法３条

１項，７２条参照），弁護士が受任した事件の処理に必要な業務を適正に遂

行するためには，事実の調査及び証拠の収集等が重要であることに照らせ

ば，弁護士は，受任した事件の処理に必要な調査等を行う利益を有している

というべきであり，これを「営業権」というかはともかく，少なくとも，法

律上保護される利益に当たることは否定し難いところである。 

   弁護士法上の報告義務及びその性質等 

ア 本件で問題とされている被告の行為は，本件照会事項について弁護士会

に対する報告をしなかったという不作為であるから，これが不法行為法上

違法となるためには，その前提として行為者に作為義務が存在することが

必要であり，さらに，作為義務に違反して原告の権利又は法律上保護され

る利益が侵害されたと評価されることが必要と解される。 

イ この点に関し，原告は，被告には弁護士法上の報告義務があったと主張

し，被告は，かかる報告義務の存在自体を争っている。 

そこで検討すると，上記のとおり，弁護士法２３条の２に基づく弁護士

会照会の制度は，弁護士の使命（同法１条１項）を踏まえて設けられた公

共的性格を有する公的な制度であり，相手方を公務所又は公私の団体に限

定し，かつ，報告の請求の主体を個々の弁護士ではなく弁護士会とするな

ど，適切な運用を図るための手続が設けられていることなどからすれば，

被照会者は，同法に基づき，弁護士会に対して照会に対する報告をすべき

法的義務を負うものと解すべきである。 
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被告は，弁護士法上，被照会者の報告義務を明記した規定がないこと

や，報告をしなかった者に対する制裁規定がないことから，上記報告義務

はないと主張しているが，義務を負うかどうかは規定ぶりのみから決せら

れるものではないし，制裁は義務違反の効果の問題であって，義務の有無

とは別の問題であるから，かかる主張を考慮しても，上記判断は左右され

ない。また，被告は，仮に報告義務があるとしても，極めて限定された場

合に限るべきであるとも主張するが，報告義務の範囲について，このよう

な限定をするべき合理的な根拠は認められない。 

ウ さらに，被告は，株式会社Ｌとの間の契約上の守秘義務を理由に，報告

を拒否する正当な事由があったと主張している。 

  確かに，弁護士会照会は公共的性格を有するものであるが，他方，保護

されるべき他の基本的人権や利益と衝突する可能性も否定できず，被照会

者は正当な理由があるときは，報告を拒否することができると解される。 

この点，Ｄクラブのゴルフ場を経営しているのは株式会社Ｃであって，

被告又はＫ株式会社との間で加盟店契約を締結している株式会社Ｌ（乙

１）ではないから，被告が株式会社Ｌとの間の加盟店契約に基づき負って

いる守秘義務を理由として，株式会社Ｃとの間の加盟店契約の有無等に関

する本件照会事項について報告しないことが許されるのか議論の余地があ

る。 

また，これを措くとしても，被告やＫ株式会社と株式会社Ｌとの間の契

約では，加盟店である株式会社Ｌにおいて，被告又はＫ株式会社が各種法

令の規定により提供を求められた場合及びそれに準じる公共の利益のため

必要がある場合には，公的機関等に加盟店屋号，店舗所在地等の加盟店情

報を提供することに同意することが定められている（Ｂ加盟店規約（乙

１）３６条の４前段参照）。そして，弁護士法２３条の２に基づき報告を

求められた場合が「法令の規定により提供を求められた場合」に該当し，
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弁護士会が「公的機関等」に該当することは明らかである。 

そうすると，株式会社Ｌは，被告が弁護士会照会に対して報告すること

にあらかじめ同意していたといえ，被告が本件照会事項に報告することが

直ちに株式会社Ｌとの間の守秘義務違反となるものとはいえず，本件にお

いて，被告が，上記守秘義務を理由に報告義務を免れると解することはで

きない。 

エ したがって，被告は，本件照会について，弁護士法上の報告義務を負っ

ていたというべきである。 

   不法行為法上の違法性 

ア もっとも，上記のとおり，弁護士法２３条の２に基づく弁護士会照会の

制度は，公共的性格を有する公的な制度であるし，弁護士会照会の報告先

が弁護士会であり，しかも，弁護士会が弁護士による照会の申出が適当で

ないと認めた場合には当該申出を拒絶することができるとされていること

（弁護士法２３条の２第１項後段）に照らすと，弁護士法に基づく報告義

務は，照会を申し出た弁護士やその依頼者の権利又は利益の保護を直接の

目的とした弁護士や依頼者に対する義務ではなく，弁護士会に対する公的

な義務であると解される。 

イ そうすると，弁護士法上の報告義務があり，これに違反して，照会に対

する報告をしなかったとしても，直ちにこれが不法行為法上違法であると

評価されることにはならない。しかし，弁護士会照会は，依頼者から事件

を受任した弁護士の申出により行われるものであり，上記した弁護士の営

業上の利益に関係することからすれば，一切，不法行為法上違法となる余

地がないとするのも相当でなく，被侵害利益の要保護性，被侵害利益の侵

害の程度やその態様，被告の負担や報告によって予想される不利益の程度

等の事情のいかんによっては，被照会者が，不法行為法上も報告義務を負

い，これに反して報告をしないことが，権利や法律上保護される利益を侵
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害するものとして違法と評価される場合もあるものと解される。 

ウ そこで，以下，本件についての事情を検討する。 

 被侵害利益の要保護性 

上記で判示したとおり，弁護士が受任した事件の処理に必要な調査

等を行う利益は，不法行為法上保護される利益（民法７０９条）に当た

り，上記調査の方法には，弁護士会照会も含まれると解される。しか

し，弁護士法に基づく公的な報告義務の内容は規定上明確ではなく（個

人情報の保護に関する法律２５条，特定電気通信役務提供者の損害賠償

責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律４条参照），上記利益の

具体的な内容が明確であるとは言い難いし，義務違反の場合の罰則等の

制裁が規定されているわけでもない。また，弁護士の業務はその性質

上，相手方その他の第三者の権利ないし利益との対立を生じることが少

なくないのであるから，常に完全な形で上記営業上の利益の享受を他者

に主張し得るものではなく，他の競合する権利ないし利益との調和を図

る中で容認されるべきものである。以上によれば，原告の法的利益の要

保護性が他の権利又は法律上保護される利益に比して特に高いものとは

いえない。 

 被侵害利益の侵害の程度 

ａ 次に，本件照会は，Ｅが，株式会社Ｃに対する金銭債権の回収を図

るために，株式会社Ｃの財産状況の調査を目的としてされたものであ

るところ，債務者の財産状況の調査方法としては，民事執行法上，債

務者に財産開示を求める制度が規定されているが（同法１９６条ない

し２０３条），本件において，Ｅが債務者である株式会社Ｃに対して

財産開示手続の申立てをしたなどの事情は認められず，Ｅや原告が，

債務者に対する事実関係の調査を尽くしたとまで認めることはできな

い。 
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そうすると，本件照会をすることがＥの債権回収にとって唯一の方

法であったとは認められない。 

ｂ また，本件照会の「照会を求める理由」及び「照会を求める事項」

によれば，Ｅやその代理人である原告としては，本件照会において，

株式会社Ｃが被告又はその関連会社と加盟店契約を締結しているか否

かを調査すれば足り，株式会社Ｃ以外の者の被告又はＫ株式会社に対

する債権の情報まで入手することを目的としてはいなかったものと認

められる。 

しかるに，株式会社Ｃが被告又はその関連会社と加盟店契約を締結

していたことを認めるに足りる証拠はなく，被告やＫ株式会社との間

で加盟店契約を締結していたのは株式会社Ｌであったというのである

（乙１）。 

以上のことを踏まえると，被告は，本件照会に対し，被告やその関

連会社が株式会社Ｃとの間で加盟店契約を締結している事実はないと

の報告をすれば足りたというべきであるが，原告としては，そのよう

な報告を受けただけでは，直ちにＥの債権を回収することはできない

ことになり，いずれにしてもさらなる調査は避けられなかったと認め

られる。 

以上によれば，被告が本件照会事項について報告しなかったことに

よって，原告や依頼者であるＥが大きな不利益を受けたものとはいえ

ない。 

 侵害の態様 

上記のとおり，被告やＫ株式会社と株式会社Ｃとの間には加盟店契約

があるとは認められないし，被告において，Ｅによる株式会社Ｃに対す

る債権の回収を妨害するとか，原告の営業を妨害するとの意思があった

とまで認めるに足りる証拠はなく，被告が，本件照会事項について報告
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しないと，Ｅの上記債権の回収や原告の営業に支障が生じることを認識

し，又は認識し得たということはできない。 

     被告の負担及び不利益 

他方，被告は，上記のとおり，本件照会に対し，被告やその関連会社

が株式会社Ｃとの間で加盟店契約を締結している事実はないとの報告を

すれば足りたというべきであるところ，このような報告をするために被

告において特段の調査をする必要があるとは考えられず，また，このよ

うな報告をしたからといって，被告のいうように，株式会社Ｌに対して

負う守秘義務に違反したとして株式会社Ｌから責任追及を受けるとも考

えがたいことからすれば，報告によって被告に生じる負担や不利益が大

きいものであるとはいえない。 

   以上の事情を総合すると，原告の主張する被侵害利益の要保護性が特に強

いとはいえず，原告の不利益の程度が大きいとはいえず，被告による不作為

の態様が悪質であるなどともいえないから，本件照会に応じることによる被

告の負担や不利益が特段大きいものでないことを考慮しても，被告が，本件

照会事項について，不法行為法上も報告義務を負っており，これについて報

告しなかったことが原告の法律上保護される利益を侵害したものと評価する

ことはできない。 

   さらに，原告は，責任者Ｈが被告の社内ルールを無視し，独自の判断で報

告しなかったとして責任者Ｈの行為が違法であるとも主張するが，本件全証

拠によるも，責任者Ｈが独自の判断で本件照会事項に対する報告をしなかっ

たものと認めるに足りず（被告は被告が報告しなかったものと認めてい

る。），また，本件照会事項について報告をしなかったことが違法と評価で

きないことは上記のとおりである。 

 ２ したがって，被告及び責任者Ｈの行為が違法であるということはできないか

ら，その余の争点を検討するまでもなく，原告の請求は理由がない。 
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第４ 結論 

  以上によれば，原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし，主文

のとおり判決する。 
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